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１．事業概要
（１）事業の現況
①施設

※１「広域化」とは、一部事務組合による事業施設等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。

②使用料

※２ 条例上の使用料とは、一般家庭における20㎥あたりの使用料をいう。

※３ 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に20㎥を乗じたもの（家庭用のみではなく

業務用を含む）をいう。

大和村集落排水事業経営戦略

団 体 名 　大和村

事 業 名 　集落排水事業

策 定 日 　令和７年12月

計 画 期 間 令和７年度 ～ 令和17年度

　  「共同化とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくもの を
含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同し
て管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。

  　「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的
条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わな
い。）を指す。

３処理区（西部､中部、東部）

４処理場（東部地区処理施設、中部大棚地区処理施設、中部大金久地区処理施
設、西部地区処理施設）

広域化・共同化・
最適化

実施状況
※１

令和２年度に西部地区の漁業集落排水事業（１地区）を農業集落排水事業へ移
管を行った。

処理区域内人口密度 7.7(人/ha)
流域下水道等への接
続の有無 無

処理区数

処理場数

供用開始年度
（供用開始後年数）

西部地区：平成19年度
中部地区：平成27年度
東部地区：平成27年度（一部）

法適（全部適用・一
部適用）
非適の区分

法適

一般家庭用使用料体系の
概要・考え方

業務用使用料体系の
概要・考え方

その他の使用料体系の
概要・考え方

条例上の使用料※2
（20㎥あたり）
※過去3年度分を記載

一般家庭用や業務等で区別せず、一律の使用料体系を採用しています。基本料金とは別に、
使用水量に対し、50円/㎥の単価を設定（従来使用料制）しています。

一般家庭用と区別せず、一律の使用料体系を採用しています。

一般家庭用と区別せず、一律の使用料体系を採用しています。

実質的な使用料※3
（20㎥あたり）
※過去3年度分を記載

令和６年度　2,200　円

令和５年度　2,200　円

令和４年度　2,200　円

令和６年度  2,200　円

令和５年度　2,200　円

令和４年度　2,200　円
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③組織

（２）民間活力の活用等

※４

※５

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

民 間 活 用 の 状 況

資 産 活 用 の 状 況

職 員 数

事 業 運 営 組 織

住民税務課（１名）・建設課（１名）
※予算措置については、本給のみ公営企業会計で計上していて、法定福利費等は一般会計で
計上。

住民税務課（維持管理担当・営業的収支（３条予算）担当）
建設課（事業担当・資本的収支（４条予算）担当）

ア　民間委託
　（包括的民間委託を含む）

処理施設及びポンプ施設等の維持管理業務、電気保安業務
は、民間業者へ委託しています。

イ　指定管理者制度
現在の民間委託を継続していく予定であり、指定管理者制
度導入予定はありません。

ウ　PPP・PFI 未採用

ア　エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等）※４

未採用

イ　土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等）※５

未採用

「エネルギー利用」とは、下水汚泥・下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源（資産を含む）を用いた収入
増につながる取組を指す。

「土地・施設等利用」とは、土地・建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を
指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通
知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）
（１）投資・財政計画：別紙のとおり
※赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明

①収支計画のうち投資についての説明

②収支計画のうち財源についての説明

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　本村の農業集落排水施設は、農業集落における生活環境の向上を図るとともに、公共用水域の水質保全に寄与する
ことを目的として、西部地区・中部地区・東部地区に整備している。施設整備により、水域環境及び集落の生活環境
は大きく改善されてきた。
　一方で、各集落が山を隔てて点在していることから広域化等による効率化が困難であるほか、人口減少に伴う使用
料収入の減少が懸念されている。しかし、農業集落排水施設は、安心・快適な生活環境を維持するうえで不可欠な基
盤であり、今後も安定的にサービスを提供していく必要がある。
　このため、これまでの方針を踏まえつつ、令和3年度から令和4年度にかけて維持管理適正化計画において人口減少
に対応したダウンサイジングや省エネ化等のあり方を検討し、令和6年度に計画変更を行った。計画変更の中身として
は、西部地区の硫化水素等の原因による維持管理費の増加と料金収入の減少が見込まれる状況に対応するため、各集
落に大型の浄化槽を設置をする分散化を進め、より適正で効率的な管理運営体制を構築することとした。
　今後は策定した機能保全計画および計画変更の内容に基づき、人口動向や施設の使用状況を踏まえて適切な施設更
新、機能強化、ダウンサイジング等を計画していく。なお、中部地区・東部地区については供用開始から日が浅いた
め、引き続き長寿命化を図りつつ、必要に応じて計画的な改築更新と進めるものとする。
　また、令和6年度より公営企業会計（一部適用）となっているため今まで以上に経営状況が浮き彫りとなる。そのこ
とを踏まえながら、計画的な管理運営を行っていく。

　現在、東部地区については国直地区（整備最終地区）の整備事業中であり、令和9年完成予定でる。
　西部地区では、人口減少に伴う汚水の流入減少の理由から管路延長が長いことも重なり硫化水素が高い数値で発生
していて、令和6年度に計画変更を行い分散化計画を進めており、令和12年に完成予定である。

　使用料収入、国及び県の補助金や一般会計からの繰入金等であり、また起債も組んでいる。公営企業会計となり一
般会計からの繰入金が多額になっているのが浮彫となっている状況であり、使用料の改定等も人口動向や施設の状況
を踏まえて検討していくべき時期になっていると考えている。村の財政当局と協議しながら計画を遂行していく。

　供用開始の箇所では、人口減少や硫化水素等の発生による機器の摩耗や腐食及び物価上昇で維持管理費用が増して
いる。また、公営企業会計となり新たなシステムの導入,保守点検及び支援業務委託等が増している。使用料収入だけ
では賄えていないのが現状であり、繰入金が多くなっている。

3



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取り組みの概要

　※（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定

　の取組について、その内容等を起債すること。

①今後の投資についての考え方・検討状況

　※処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②今後の財源についての考え方・検討状況

③投資以外の経費についての考え方・検討状況

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）

職員給与費に関する事項

動力費に関する事項

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項

委託費に関する事項

その他の取組

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　整備状況は最終整備地区に入りＲ9年度に完成予定である。また、西部地区も計画変更
を行い分散化への移行をＲ12年度完成予定で進めている。5年後の経営戦略改定年度で
は、工事が落ち着き、本格的に料金改定へ向けての見直しを考えていく必要がある。

 現在は、活用していないため本村にあったものがあるか今後の施設の状況等
人口の動向を見て検討していく。

　現在、営業的予算で住民税務課担当・資本的予算で建設課担当の本給のみ
を支出しており、法定福利費等は一般会計で支出を行っている。

　西部地区では、分散化を行いポンプのダウンサイジング等を行うため電気
代等の軽減ができると考えられる。他地区についても施設の適正管理を行い
状況によってダウンサイジング等を検討していく。

　施設の分散化等を行い、新しく整備を行う集落もあるので維持管理を適正
に行い、修繕の回数を減少させてい計画的な施設の更新を行っていく。

　施設の保守点検等では今まで通り委託を結び適正な施設の管理運営を行っ
ていく。公営企業会計の支援業務委託では本村職員のみで業務が進められる
ような体制を整え減額していけるようにしていきたい。

　該当なし。

　現行どおり、適正な管理を行い、薬品費の軽減に努めていきたい。

使用料の見直しに関する事項

　使用料収入で施設の運営費は賄えていないのが現状である。使用料につい
ては、全地区同一料金を設定している。使用料の見直しについては、現在も
整備事業中のため、完了後に検討予定である。

資産活用による収入増加
の取組について

　資産が処理施設と管路・整備だけであり、活用できる資産がない。

その他の取組

　該当なし。

投資の平準化に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

その他の取組

　４施設それぞれ供用開始時期が違うため、改築更新の時期をずらして実施
する。供用開始又は改築更新から概ね20年が経過した時期に改築工事ができ
るよう、機能保全計画の策定を行っていく。

 　各農業集落の現状を踏まえ、それぞれの地域にあった運営を研究、検討す
る。

　西部地区では、人口減少及び硫化水素の発生で施設の腐食が進み維持管理
費等が増え、機能強化を行っても対応にならないため、計画変更を行い集合
処理から各集落に大型浄化槽を設置する分散化を行う。

（１）において、純損失（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生し
ている場合には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に
係る目標値を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項

　処理場の広域化に関しては、処理区が混在しており、山を隔てている地理
的理由や人口減少による流入の減少による理由から検討の余地はない。西部
地区は集合処理から分散化を行う。他地区も地域にあって処理方法に研究・
検討を行う。
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が
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供用開始年月

西部地区：平成19年度
中部地区：平成27年度
（ 一 部 ）
東部地区：平成27年度
（ 一 部 ）

処理区域内人口 1,397人

計算期間
自 令 和 ７ 年 ４ 月
至 令 和 12 年 ３ 月

（　５年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

12,348 14,216 14,216

- - -

77 77 77

12,425 14,293 - 14,293

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

- 0 0

10,454 11,098 - 11,098

- 0 - 0

18,595 19,741 - 19,741

2,739 2,943 - 2,943

6,880 7,304 - 7,304

11,101 11,785 - 11,785

49,769 52,871 - 52,871

5,746 5,946 5,946 -

29,149 32,115 32,115 0

- 0 - 0

34,896 38,061 38,061 0

84,665 90,932 38,061 52,871

-

52,871

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 26.9%

＜使用料水準についての説明＞

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

ポ
ン
プ

場
費

人 件 費

そ の 他

総
係

費
職 員 給 与 費

そ の 他

処
理

場
費

職 員 給 与 費

そ の 他

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場合
に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るもの）
を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「下水道使用
料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、
料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。

そ の 他 営 業 費 用

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減価償却費（長期前受金戻入を
除 く ）

資 産 減 耗 費

小 計

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

経費回収率は低い状態であり、将来的にも人口減少の影響による使用料収益減少に伴う数値悪化が懸念される。
今後は、料金の見直しと、適正規模での管路・設備機器の計画的な更新など、経営の効率化を徹底して行う必要がある。
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